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出典：2024年04月8日, 日本経済新聞電子版

採用難に苦しむ大手企業、中途採用を急増させる
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出典：リクルートワークス研究所,大卒求人倍率調査

採用難に苦しむ大手企業、新卒採用“も”急増させる
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出典：厚生労働省,令和６年度「高校・中学新卒者のハローワーク求人に係る
求人・求職状況」取りまとめ（７月末現在）

高校卒求人も過去最高倍率（3.70倍）に到達
-求人数は1996年以来の最高値を更新
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中小企業の新卒採用充足率60.0％

出典：リクルートワークス研究所,2023,採用見通し調査
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中小企業の賃金をめぐる二極化

出典：東京商工リサーチ,2023年「最低賃金引き上げに関するアンケート」調査
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小企業の賃金を巡る二極化

出典：日本政策金融公庫,2023,小企業の雇用に関する調査
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労働需給シミュレーションの実施

労働需給予測式（変化率推計式） 労働供給予測式（労働参加率推計式）
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2040年への労働需給シミュレーション

出典：リクルートワークス研究所,2023,未来予測2040 労働供給制約社会がやってくる
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各地域で生活維持サービスはどの程度不足するか



11

なぜ起こるのか

図表１ 日本の年齢別人口構造 

  2000年 2020年 2040年 

64歳以下人口 104,885 90,119 73,552 

65歳以上人口 22,041 36,027 39,285 

 うち 65歳～84歳人口 19,804 29,893 29,225 

 うち 85歳以上人口 2,237 6,133 10,060 

65歳以上人口が占める割合 17.4% 28.5% 34.8% 

85歳以上人口が占める割合 1.8% 4.9% 8.9% 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所が推計した「日本の将来推計人口」令和5年結果。

出生中位・死亡中位推計を使用している。2000年については総務省統計

2040年までの日本で唯一増えるのは、85歳以上の方々。

高齢人口増が、労働市場にどのような影響を与えるのか、実はよくわかっていなかった。
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労働投入量（就業者数×平均労働時間）

出典：総務省,労働力調査より古屋作成
リクルートワークス研究所,働くの論点,失業率、求人倍率、働き手不足……その「1人」は、本当に同じ「1人」か 古屋星斗

2000年前後以降10年以上減少傾向（2000年～2012年で9.1％減）
を示していた労働投入量。
2013年以降、就業者数を増やしながらなんとか維持している状況。

図表 日本の労働投入量の推移
左軸：従業者総数 右軸：労働投入量（月）（万時間）

800000

850000

900000

950000

1000000

1050000

5900

6000

6100

6200

6300

6400

6500

6600

従業者総数 労働投入量(月)



13

高齢化と労働投入

65歳以上就業者は増加を続けているが、
他方で平均労働時間の縮小幅も大きい。

図表 平均労働時間の変化率

平均労働時間の変化率 平均労働時間（月）

2003年－2012年 2013年－2023年 2013年 2023年

全体 -4.5% -7.3% 163.6 151.7

15～24歳 -7.7% -13.9% 145.1 125.0

25～34歳 -4.0% -6.5% 177.0 165.5

35～44歳 -2.8% -6.7% 172.9 161.4

45～54歳 -3.3% -4.8% 169.5 161.4

55～64歳 -5.6% -2.6% 156.9 152.8

65歳以上 -5.8% -9.4% 130.4 118.1

出典：総務省,労働力調査より古屋作成
リクルートワークス研究所,働くの論点,失業率、求人倍率、働き手不足……その「1人」は、本当に同じ「1人」か 古屋星斗
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労働需要と高齢化①：世帯構造の変化

2002年

1世帯あたりの人員数は2.63人。高齢者世帯の割合は

15.6％。

2023年

1世帯あたりの人員数は2.20人。高齢者世帯の割合は

30.4％。

高齢者世帯の特徴

高齢者世帯の約半数が単身世帯。これが世帯数増加の主要因。

出典：古屋星斗,2024,なぜ人口が減っているのに、労働需要が減らないのか

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」
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労働需要と高齢化②： 高齢者世帯の増加

人口動態の高齢化

65歳以上の高齢者の割合が増加。

単身世帯の増加

高齢者世帯の半数以上が単身世帯。

世帯数の増加

結果として、全体の世帯数が増加。

出典：古屋星斗,2024,なぜ人口が減っているのに、労働需要が減らないのか

出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」
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労働需要と高齢化③： 高齢者世帯の消費動向

1 70歳以上世帯主の増加

2002年以降、70歳以上の世帯主の世帯が一貫して

増加。

2 消費総額の割合

70歳以上世帯主世帯の消費総額が占める割合は、

2002年の13.8％から2023年には29.7％に急増。

3 60歳以上の消費割合

60歳以上世帯主世帯の消費総額が占める割合は、

2023年には48.5％に到達。

出典：古屋星斗,2024,なぜ人口が減っているのに、労働需要が減らないのか

出所：総務省「家計調査」
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労働需要と高齢化④： 消費総額の変化
1世帯あたりの消費額は減少しているが、世帯数の増加により、
消費総額はほぼ横ばい・微増で推移。高齢者世帯の増加が、消
費総額の維持に大きく寄与している。

出典：古屋星斗,2024,なぜ人口が減っているのに、労働需要が減らないのか

出所：家計調査及び国民生活基礎調査より古屋作成
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労働需要と高齢化⑤： 項目別消費の変化

両世代で増加

保健医療、交通・通信の支出が70歳以上世帯と50代世帯の両

方で増加。

高齢者世帯で増加

食料、光熱・水道、家具・家事用品の支出が70歳以上世帯で

増加。

現役世代で増加

住居、教育の支出が50代世帯で増加。

両世代で減少

被服及び履物、その他の消費支出が両世代で減少。

出典：古屋星斗,2024,なぜ人口が減っているのに、労働需要が減らないのか
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高齢化と労働消費の関係

世帯数の増加

高齢化により1世帯あたりの人員が減少し、世帯数が増加。

消費総額の維持

世帯数の増加により、消費総額は減少せず。

労働需要の増加
特に生活維持サービスの需要が高まり、労働需要が増加。



20

日本社会に何が起こるのか

×単なる「人手不足」
－景況感や企業業績に左右されて、需要の増減をベー
スとして労働者の過不足が決定する。

〇労働供給制約
－景況感や企業業績に左右されず、労働供給量がボト
ルネックになる。

－その社会で必要な労働需要を、その社会の労働供給
が下回る状態。
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「令和の転換点」

◆ アーサー・ルイスは、1954年、経済発展が進むにつれて最初は
農家や小規模商店、家庭内従事者を中心に労働者が供給される
が、こうした余剰労働力が使い果たされると賃金が上昇し始める
とした（「ルイスの転換点」）

◆ 現代日本に新たな転換点が生じつつあるのでは、という古屋の仮
説。背景は、

１．高齢人口、特に85歳以上人口の増加。これに伴う労働投入量
の長期的減少

２．同増加がもたらす生活維持サービス需要の拡大

◆ その結果として、
①賃金上昇局面の到来
②設備投資増（直近まで13四半期連続増）
③物価上昇（取引価格引き上げによるインフレ）
の三重増が起こり始めたのではないか。
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「令和の転換点」のメカニズム

高齢人口比率増によって労働需要が増加・労働投入量が
減少することで、慢性的な人手不足となる。

人手不足が生活維持サービスの縮小・消滅を引き起こし、
シャドーワークを増やし可処分時間が減り更に労働投入量
が減少。人手不足が加速する。

【下線部分の詳述】
高齢人口比率増により労働集約的分野への需要が高まり、結果とし
て社会全体の労働生産性を押し下げ。必要な需要量を満たすために
相対的に多くの労働投入が必要となる。



課題点

◆量的な人手不足、質的な人手不足
－特定職種で深刻化する、質的な人手不足
－設備投資計画の大幅未達問題：設備投資導入人材の不足？
－“現場参謀”

◆ 生活維持サービスの深刻な人手不足
－単なる「成長分野への移動」ではむしろ悪化する
「生活が大変で仕事どころではなくなる」

－“エッセンシャルホワイトカラー”が新しい中間層に？
先端技術を用いて現場オペレーションをより良くする技術職・企画職
→現場人材の技術リスキリング＆先端技術人材の現場リスキリング

◆地域における、その地域の企業同士の働き手獲得競争の激化
－ゼロサムゲームとなった採用
－“関係社員”、“関係人材”としての副業・兼業・スポットワーク等

◆ 労働投入量をいかに維持するか
－フルタイムワーカーを更に働かせることの効果は限定的
－働きたいけど働けなかった人が活躍することで労働投入量を維持してきた



令和の転換点後の労働・人材政策立案の３つの要点

•労働市場における圧力を保つ
－働き手という大切で稀少な資源を守る
－単なる“規制”ではなく、今後の労働市場の供給が乏しい構造を活かし、
企業に労働環境改善・生産性向上のインセンティブをつくる
cf;若者雇用促進法

•「所得停滞」こそが労働政策の対処すべき課題
－失業率を見ていても、社会課題はもはや感知できない
－インフレ基調の経済においては、いかに所得を上げるかが最重要課題
－所得を上げられる企業をどうつくるか

•“働き損”をなくす
－労働力に余剰があった時代の名残のディスインセンティブ
「働かない方が得」「働かせない方が得」をなくす

－cf;在職老齢年金、定年制、130万円等の壁…

－cf;失業給付、休職給付…

－cf;健康保険自己負担割合…
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